








ま  え  が  き  

 

「大阪府統計年鑑」は、明治 14年 (1881年 )に「大阪府統計表」

として発行して以来、近代から現代へ、世紀を跨いで百年以上の

長きにわたり、個人・法人を問わず幅広く活用いただけるよう種々

工夫を重ねながら、国勢調査の結果をはじめとする大阪府の土地、

人口、経済、社会、文化等多岐にわたる統計資料を体系的に採録・

作成してまいりました。  

本書が、御家庭や学校、職場で、大阪府勢についての「知りた

い」「調べたい」に何かしらお役に立てれば幸いです。  

 

 作成に当たり貴重な資料を快く提供くださいました多くの機

関・団体各位に厚くお礼申し上げますとともに、Society5.0(サイ

バー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立する 人間中心の社会 )の実現が声高に叫ばれて

いる折、社会の情報基盤としての統計が精度や利便性を更に高め、

国民の期待に応えられますよう、今後とも統計行政に格別の御理

解・御協力を賜りますことをお願い申し上げます。  

 

 

 令和４年３月  

 

                       大阪府総務部統計課 

                        



利用上の注意 

 

1. 統計表は、特に大阪府とそれ以外の地域を区別する必要がない限り、名称から「大阪府」を除いてい

ます。 

2. 収録資料は、令和３年 11 月末現在で得られる最新のものを主にしています。確定値に限り、速報値

や概数は採録していません。 

3. 特に注記がない限り、○年とあるのは１月から 12 月まで、○年度とあるのは４月から翌年３月まで

を指します。  

4. 計数(量)の単位未満は原則として四捨五入しているため、総数(量)と内訳の合計とが一致しない場合が

あります。  

5. 府民１人当たり、１世帯当たり等に換算表示したものは、特に注記がない限り、当該年の 10 月１日

現在数で算出しています。  

6. 本書に掲げた数値と既発表の数値とが異なるものは、発表後の修正又は改訂によるものです。 

7. 同じ集団（例えば、人、土地、建物、事業所）についての統計であっても調査対象や集計方法が異な

りますので、本書の数値を利用される際は出典である各資料を確認してください。 

8. 地域区分は、次のとおりです。  

 大阪市地域・・・・大阪市 

 北大阪地域 

   三島地域・・・・吹田市、高槻市、茨木市、摂津市、島本町 

   豊能地域・・・・豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町 

 東大阪地域 

   北河内地域・・・守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 

   中河内地域・・・八尾市、柏原市、東大阪市 

    南河内地域・・・・・富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、

河南町、千早赤阪村 

 泉州地域 

   泉北地域・・・・堺市、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町 

   泉南地域・・・・岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬町  

9. 統計表中の符号の用法は、次のとおりです。 

    ０ 

     ０．０ 

     －                   皆無又は該当なし 

△                    負数 

     …                   不明又は不詳 

 Ｘ                   秘匿 

単位未満 

収録資料についてのお問合せは、大阪府総務部統計課(電話 06-6210-9196)又は各脚注にある資料作成

機関、団体等にお願いします。 
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